
1 

令和７年度 第１回 

板橋区ベンチャー企業・起業家支援賃料補助金実施要領 
（令和７年４月 30 日産業経済部長決定） 

【申請受付期間】 令和７年５月１２日（月）～令和７年６月１３日（金） 

【お問い合わせ】 

板橋区 産業経済部 産業振興課 工業振興係 

〒173-0004 東京都板橋区板橋 2-65-6 板橋区情報処理センター5F 

午前９時～午後５時まで（土日祝除く） 

E メール: sg-senryaku@city.itabashi.tokyo.jp TEL:03-3579-2193 

【申請方法】 

下記、「２．補助対象者」「３．補助対象物件・経費」などを確認のうえ、 

「●申請書類」を揃えて、以下より申請してください。 

アップロード先：https://logoform.jp/form/Rwxz/898974 

 

●申請書類（No.1-15） 

No. 書類 備考 

1 補助金交付申請書・事業計画書 様式は区 HP で取得できます。 

2 誓約書 
様式は区HPで取得できます。自署したものをスキャンなど

でデータ化してください。 

3 

【法人】法人登記事項証明書（履歴事項全

部証明） 

【個人】開業届の本人控え 

【法人】法務局（板橋出張所） 

4 
【法人】法人税確定申告書 別表１ 

【個人】所得税確定申告書 第１表 

税務署に提出し、受領された直近１期分をご提出くださ

い。１期目が未了の場合は申告完了時に提出してくださ

い。 

5 
【法人】決算報告書 一式 

【個人】所得税青色申告決算書 
１期目が未了の場合は申告完了時に提出してください。 
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【法人】法人都民税・法人事業税の納税証

明書 

【個人】個人住民税の納税証明書 

【法人】直近の決算期のもの。都税事務所で取得できま

す。 

【個人】令和６年分（令和５年中の所得）のもの。区役所、

区民事務所などで取得できます。 

7 営業許可証・開設届・資格取得証明書等 許認可や届出、資格が必要な業種の方のみ 

8 
賃貸借契約書（補助を申し込む物件のも

の） 

「事業用」として契約していること 

契約未了の場合、暫定として賃料が確認できる資料を提

出し、契約完了後、契約書写しを速やかに提出してくださ

い。 
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9 事業概要資料 
パンフレット、HP の画像、予約サイトの画像など 

事業の内容や実態が分かる資料 

10 補助対象物件の図面 
事務所や店舗のレイアウトが分かるもの。 

Word などで自作した物も可 

11 事業所の内観、外観写真 

写真３～４枚を A4 サイズ１枚にまとめる。 

賃貸借契約前など、撮影ができない場合は撮影し次第提

出してください。 

12 
【事業者要件「ア」でお申込みの方】プレゼン

テーション資料 
様式は区 HP で取得できます。 

13 
【事業者要件「イ」でお申込みの方】実践型創

業マスタースクールの受講証明書 

前年度または今年度中の受講者のみ補助対象となりま

す。受講完了後、板橋区産業振興課産業支援係に交付

申請を行ってください。 

※区 HP：「実践型創業マスタースクール 受講証明書につ

いて」 

受講予定の方は、受講後速やかに提出してください。 

14 
【事業者要件「ウ」でお申込みの方】板橋区

企業活性化センターを退去した証明書 

板橋区産業振興課産業支援係（03-3579-2172）に交付申

請を行ってください。 

 

１ 目的 

板橋区内で新しい技術及び新しいビジネスモデルにより急成長をめざすベンチャー企業

並びに創業間もない起業家に対して賃料の一部を補助し、創業期の経済的負担の軽減を図る

ことで、区内における創業を促進し、もって区内産業の振興及び雇用の創出に資することを

目的とします。 

 

２ 補助対象者(事業者要件) 

この補助金の対象となる者は、中小企業基本法第２条に規定する「中小企業者」で、次に

掲げる全てを満たす者とします。 

(１) 次のいずれかに該当する事業者であること。 

ア 新技術及び高度な知識を軸に創造的・革新的な製品・サービスを供給する創業１５

年以内の事業者 

イ 前年度又は本年度に産業競争力強化法（平成２５年法律第９８号）に基づく認定を

受けた事業者又は本年度中に当該認定を受ける予定であり認定後にその写しを提出

できる事業者で創業５年以内の者 

ウ 板橋区立企業活性化センターの貸オフィス又は板橋区立ものづくり研究開発連携セ

ンターの貸工場を退去した日から５年度以内又は本年度中に退去予定の事業者 

（２） 信用保証協会が定める信用保証対象業種であること。 

(３) 中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第１項に規定する中小企業以

外の企業（組合形式又はこれに類する形式により、企業の支配を目的とせず投資事業

を行うものを除く。）の出資比率が５０パーセントを超えないこと。 
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(４) 法人の場合、法人都民税及び事業税を滞納していないこと。 

個人事業主の場合、個人事業税、住民税、軽自動車税を滞納していないこと。 

(５) 許認可等を要する事業を営む場合はその許認可等を得ている者又は取得予定であ

り取得後にその写しを提出できる者 

(６) 事務所等を賃借する契約の相手方と、３親等以内の親族又は会社法（平成１７年法

律第８６号）第２条第３号の２に規定する子会社等若しくは同条第４号の２に規定す

る親会社等の関係ではないこと。 

(７) フランチャイズチェーンの加盟店等ではないこと。 

(８) 国若しくは東京都又は公益財団法人東京都中小企業振興公社、商工会議所その他こ

れに類する団体から、事務所等の賃料を対象とした補助を受けていないこと。 

(９) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律(昭和２３年法律第１２２号)

第２条に規定する営業に該当しないこと。 

（10） 過去に板橋区ベンチャー企業・起業家支援賃料補助金交付要綱に基づく補助金の交

付を受けていないこと。 

（11） 株主、経営権等から、過去に板橋区ベンチャー企業・起業家支援賃料補助金交付要

綱に基づく補助金の交付を受けた者と実質的に同一とみなされる者でないこと。 

（12） 法人の場合、本店登記及び活動実態（本社機能）が板橋区内にあること。個人の場

合、確定申告上の主たる売上のある事業所が区内にあること。 

（13） 申請者（代表者）が補助対象物件での事業に専ら従事できること。 

 

３ 補助対象物件・経費 

（１）補助対象物件 

・営業日には１名以上の職員（代表者含む）が常駐し、事業に従事する場であること。 

・住居兼用、シェアオフィス、バーチャルオフィス、倉庫、駐車場等は対象外 

・事業用として賃貸借契約をしていること。 

例）補助対象物件の賃貸借契約書が以下のようなもの。 

①事業用建物賃貸借契約書 

②定期建物賃貸借契約書（事業用） 

③賃貸借契約書（事業用普通賃貸借） 

※補助対象者が営む事業について、板橋区内に複数の営業拠点を持つ場合も、補助対象と

できるのは、１か所です。 

（２）補助対象経費 

・事務所・工場等の賃借料 

※賃借料以外の経費は対象外 
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４ 補助対象期間 

補助対象者（１）アの事業者 ············最大３６か月 

補助対象者（１）イ・ウの事業者 ········最大２４か月 

※補助対象期間の始期は交付決定日の属する月またはその翌月からです。 

※月の途中で事務所等を退去した場合は、退去した月の前月までを補助対象期間とします。 

 

 

 

 

５ 補助率、補助限度額等 

補助対象事業者 補助率（月額） 補助限度額（月額） 

補助対象者（１）アに 

該当する事業者 補助対象経費の 

２分の１以内 

２０万円 

補助対象者（１）イ又はウに 

該当する事業者 
１０万円 

※千円未満切捨て 

※補助金の額は、補助率又は補助限度額のいずれか低い額 

※原則、予算の範囲内で先着順に交付決定します。 

 

６ 審査会 

補助対象者（１）アに該当するとして申請した事業者については、要件を満たすか否かを

判断するために審査会においてプレゼンテーションと質疑応答をしていただきます。 

申請書類及びプレゼンテーションの内容を受け、独自性、成長性、意欲、経済波及効果 

などの各項目の基準点を満たした場合に交付決定します。 

 

７ 補助対象事業の変更・中止等 

補助事業者は、申請した事業内容に下記に掲げる事由のいずれかが生じることが見込まれ

る場合、あらかじめ、事業変更等承認申請書（第４号様式）を板橋区に提出し、承認を受け

なければなりません。なお、事業の変更が認められた場合でも交付確定額が交付決定額を上

回ることはありません。 

 

（１）補助対象事業の内容を著しく変更しようとするとき。 

（２）補助対象事業の経費の２０％を超えて変更しようとするとき。 

（３）補助対象事業を中止しようとするとき。 

 

 

 

申請は年度単位で、２年度目以降は毎年４月中旬ごろを締切に、その年の分を申請いただきま

す。また、補助金の支払いは実績確認後、１年度分を５月～６月頃に後払いします。 
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８ 実績報告 

毎年度、期日までに事業の実績報告として板橋区に必要書類を提出しなければなりません。 

（１）提出期限：令和８年３月 13 日（金） 

（２）提出書類 

① 実績報告書（第６号様式）（別紙実施報告書を含む） 

② 補助対象期間における補助対象物件の賃借料の支払いを証する書類 

③ 補助対象物件の現況が確認できる写真（外観及び内観） 

④ 交付請求書（第８号様式） 

※必要に応じて書類の追加提出を求める場合があります。 

※期日までに実績報告が完了しない場合、補助金は支給されません。 

 

９ 補助金額の確定 

（１）実績報告書類の審査や現地確認等により補助金額を確定します。事業の実態が確認

できない場合は、補助対象外となります。 

（２）補助金の確定額は、交付決定額を上回ることはありません。 

 

10 補助金の交付 

請求に基づき補助金を指定口座に振り込みます。（例年５月下旬～６月ごろ） 

 

11 現地検査（活動実態の調査） 

事業実施期間中、補助対象事業の活動実態確認のため、職員が調査へ伺います。 

実態調査という性質上、予告なく事業所を訪問しますので、ご理解のほどよろしくお願

いします。 

※現地検査の結果、補助要件を欠いていることが確認された場合、活動実態が確認でき

ないと区が判断した場合は、補助を打ち切ります。 

 

12 補助終了後の義務 

本補助金を受けた事業者は、補助期間終了後以下の条件を守らなければなりません。 

（１）補助期間終了後３年間は、毎年度、補助対象であった事業所の操業状況報告書（第

11 号様式）を下記、添付書類と共に提出し、終了後５年間は必要に応じて本事業に関

係する調査に協力しなければならない。 

【添付書類】 

①納税証明書又は非課税証明書（直近のもの） 

②決算報告書類（貸借対照表及び損益計算書）直近のもの 

③その他、報告書に記載された実績や効果を裏付ける資料 

（２）補助期間終了後、５年間は板橋区内で継続して操業するよう努めなければならない。 

（３）本事業に係る経理について、その収支の事実を明確にした証拠書類を整理し交付年

度終了後５年間保存しなければならない。 
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14 全体スケジュール 

５/１２（月） 

～６/１３（金） 
新規申請受付期間 

７月 

審査会・書類審査 

補助金交付（不交付）決定通知 

補助金交付 

決定後 

賃貸借契約書の写しを提出 

（交付申請時に提出している場合は不要） 

８月１日 補助期間開始 

令和８年 

３月 13 日まで 
実績報告書類・交付請求書の提出（※１） 

実績報告書 

提出後 

審査・交付確定額通知（５月） 

補助金振込（令和８年５月下旬～６月予定） 

令和８年 

４月 15 日まで 
令和８年度分の交付申請書類の提出 

（※１）実績報告書類・補助金交付請求書が期限までに提出されない場合、当年度の補助金

交付を受けられません。翌年度以降の補助も打ち切られます。 

 

15 その他 

（１）採択となった場合には、事業概要、企業名、代表者名等を公表する場合があります。  

（２）補助事業者が「補助金等に係る予算の執行に適正化に関する法律（昭和３０年法律第

１７９号）」に違反する行為等（例：他の用途への無断流用、虚偽報告など）をした場

合には、補助金の交付決定取消・返還請求、不正の内容の公表等を行うことがあります。 

（３）連絡先等、申請時から変更事項が発生した場合は、速やかに担当にご連絡ください。 


